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Ⅰ　論文要旨
松本　徹
非金融負債（non-financial-liability）に関する国際的な
会計基準の改訂は，2002 年 12 月 IASB（国際会計基準審
議会）と FASB（米国財務会計基準審議会）の間で，両者
の IAS（国際会計基準書）第 37 号「引当金，偶発負債及
び偶発資産」（1998）および IAS 第 19 号「従業員給付」
と SFAS（財務会計基準書）第 146 号「退出又は処分活動
に関連する費用の会計処理」の統合を目的に始まった。
その後，これらの改訂作業の中で，IFRS（国際財務報
告基準）第 3 号「企業結合」などが採用する公正価値測
定との調整が必要となり，2005 年に IAS 第 37 号改訂案お
よび IAS 第 19 号改訂案を公表した。
この IAS 第 37 号改訂案（2005）の公開草案に寄せられ
た 123 通のコメントレターは，認識と測定に関する 2 つ
の論点に批判的な意見が多く寄せられた。
そのひとつが，「蓋然性要件の削除」に反対するもので
あり，もうひとつは「期待キャッシュ・フロー（期待値）
による測定」に反対するものであった。
IASB は，2006 年および 2007 年に「蓋然性要件の削除」
の方向性を変えないことを示したうえで，2010 年に，測
定に関する内容のみに再コメントを求めるため，再度公
開草案を出した。しかし 2012 年 9 月末現在，最終公表に
は至っていない。
一方，我が国でも IASB の IAS 第 37 号改訂案（2005）
を踏まえ，2009 年 9 月に「引当金に関する論点の整理」
を公表し，コメントを募った。我が国のコメントも，同
様にふたつの論点に批判的であった。
企業会計基準委員会は，これらの意見を反映させるた
め，IASB が出した 2010 年の IAS 第 37 号の再公開草案に
対するコメントを求められた際，論点ではない「蓋然性
要件の削除に関する再検討」を文頭に挿入した。この最
終公表を待つ形で，企業会計基準委員会の引当金専門委
員会は 12 回の審議を終えたのちいったん休止し，現在に
至っている。
本研究の目的は，この IAS 第 37 号（1998）の改訂を中
心とした，いわゆる「非金融負債会計」の問題点を，蓋
然性要件の取扱いを中心に取り上げ，それに対する考察
や試案の検討を行うものである。
主要な論点は以下の 2 点である。
ひとつは IAS 第 37 号改訂案（2005）に先立ち基準化さ
れた，非金融負債のひとつである資産除去債務について
検討を行った。その会計処理として「資産負債の両建処
理」を採用したことから様々な問題点を抱えていること
を指摘した。それを解消するためには， IAS 第 37 号
（1998）の引当金の考え方を取り入れた会計処理（本稿で
いう非金融負債処理）が検討できることを示した。
もうひとつは IAS 第 37 号改訂案（2005）において示さ
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れた「蓋然性要件の削除」の再検討が必要である論拠を
示した。
「蓋然性要件の削除」は，すでに公表されている会計基
準などとの矛盾を生じさせない点において必然的であ
る。しかし測定の信頼性や待機債務の考え方を取り入れ
ることなど様々な問題点を抱えている。それらを踏まえ
て蓋然性要件の削除の再検討に関する考察を行い，資産
除去債務に関する会計基準の規定を参考に採り入れた試
案を示した。
具体的な各章の構成を示せば，以下のとおりである。
第 1 章では，日本・米国・IASB（または IASC）におけ
る非金融負債会計の変遷を確認した。
それにより，これまでの我が国は米国の影響を大きく
受けているということが理解できた。
たとえば 1954 年（昭和 29 年）に公表された最初の企
業会計原則は，米国の SHM 会計原則の影響を受けていた。
また我が国における現在の引当金の認識要件を示す企
業会計原則注解 18 が誕生した 1982 年（昭和 57 年）にお
ける企業会計原則の改訂においても，会計観などから，
少なからず米国の SFAS 第 5 号の影響を受けていた。
さらに 2008 年の我が国の資産除去債務に関する会計基
準は，まさに米国の SFAS 第 143 号をモデルに作成されて
いた。
今後も，我が国は非金融負債会計について，さらに
IASB の IAS 第 37 号改訂案（2005）や IASB・FASB 概念
フレームワーク共同プロジェクトの再構築（2004 年開始）
などを意識して作成することになることを指摘した。
第 1 章の変遷を確認することで，国際的な会計基準と
の整合性を保ち自国の会計基準を策定することは，過去
においても脈々と行われてきたことであり，将来におい
ても日本の会計の課題となっていることが浮き彫りと
なった。
第 2 章では，非金融負債の概要として，様々な非金融
負債（引当金）の基準における定義や認識要件からその
特徴を探った。
非金融負債は，引当金と同意に用いられることが多い。
それは，従来の引当金の多くが非金融負債に移行する
ためである。しかし，IASB の IAS 第 37 号（1998），IAS
第 37 号改訂案（2005），また我が国における企業会計原
則注解 18，引当金に関する論点の整理など，それぞれを
比較すれば，いずれも同じものはなく決定要素，会計
観，認識手順などに特徴が表れていた。
この比較により，非金融負債と従来の引当金との異同
が明らかとなり，非金融負債の概要について，体系的に
まとめることができた。
第 3 章では非金融負債会計の今後を知る足掛かりとし
て，先だって検討が行われた日本と米国の資産除去債務
に関する会計基準を取り上げた。
特に，基準により採用された資産負債の両建処理は，
除去費用の資産性が現行の概念フレームワークの定義の
要件を満たすとは言い難いなどの理由から，資産除去債
務に該当するすべてに資産負債の両建処理を用いること
には矛盾があった。
そこで資産除去債務に関する会計基準に規定される会
計処理の手順に沿って，会計処理方法を 3 つに分類し，
それを非金融負債会計にもあてはめて考え，試案を作成
した。
第 4 章では，非金融負債会計における蓋然性要件の変
遷および現況について取り上げた。
まず我が国においては，蓋然性要件は企業会計原則注
解 18 によって示されているが，会計観などから SFAS 第
5 号の影響を受けており，独自の思考は見られなかった。
次に米国における蓋然性要件について SFAS 第 5 号と
SFAS 第 143 号を取り上げた。
SFAS 第 5 号の蓋然性要件は，発生の可能性が高いとい
うレベルを 3 つに分けもっとも高いレベルにおいて認識
することを求めた。しかし具体例としてどのようなケー
スがどの段階に入るものかが明示されなかったため，有
効な機能を果たさなかった。特に計上される高いレベル
とそうでないレベルの境界線が曖昧であったため，混乱
を招いた。
またこの規定は，資産や負債から蓋然性要件の判定を
求めており，収益費用中心観と資産負債中心観の両方の
会計観を持つものと考えられた。
また，SFAS 第 5 号と SFAS 第 143 号を比較すれば，
SFAS 第 143 号の特徴として蓋然性要件を削除したことが
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挙げられた。それはまさに，会計処理として資産負債の
両建処理を採用したことや測定方法として期待キャッ
シュ・フロー（期待値による測定）を採用したことから
確認できた。
IASB の蓋然性要件は，1978 年の IAS 第 10 号「偶発事
象および後発事象」および IAS 第 37 号（1998）について
考察した。
IAS 第 10 号は，基準作成に SFAS 第 5 号の影響を受け
たものである。しかし蓋然性要件について，規定の明確
性が不十分であった。
具体的には「一定の幅」によって示されるとされたも
のが明示されておらず，これにより経営者の恣意性の介
入の懸念が生じ，事例によって参考とされる SFAS 第 5 号
との不整合を招いた。それが IAS 第 37 号（1998）の基準
化につながったことを指摘し，その蓋然性要件に関する
相違点を指摘した。
最後に，環境負債の観点から，その蓋然性要件の変遷
をたどり考察を行った。
その考察の結果，ペナルティーコストや擬制債務の取
扱いなど環境負債独自の問題を抱えていることがわかっ
た。
また環境負債の蓋然性要件に関する会計基準間の整合
性分析を行った。
その結果から得られたこととして，本来環境負債の性
質（名称）から，その認識方法が決定されるべきであ
る。しかし実際は外的要因となる会計基準によりその取
扱いが決定されている現況を示した。
第 5 章では，「蓋然性要件の削除」について直接的な影
響を受ける問題点を検討し，さらに「蓋然性要件の削除」
に派生する問題点の考察を行った。
第 1 の考察として，非金融負債の定義や認識要件に関
連して「現在の債務」「将来の経済的便益の流出」をどう
取扱うべきか考察した。具体的には 3 つのケースに想定
して分析した。しかし，いずれも長所・短所があり，積
極的に「現在の債務」のみとする方向性を支持する理由
は認められなかった。
また蓋然性要件の削除における認識の変化として「発
生の可能性が低いものを新たに非金融負債として認識す
ること」が挙げられた。
第 2 の考察として，それらを「経営者の恣意性の排除」
と「信頼ある測定」の観点から評価点・問題点を洗い出
した。
「経営者の恣意性の排除」に関しては，発生事象の確率
の高低から経営者の恣意性を排除することが可能であ
り，確率が低くても金額が大きいケースを負債として捕
捉することに関しては，評価点であった。
しかし「信頼ある測定」に関しては，その見積もりと
して期待キャッシュ・フロー（期待値による測定）を用
いることは様々な問題が指摘された。
したがって，最頻値との併用も含めた測定を採りいれ
ることを提案した。
第 3 の考察として「待機債務」について取り上げた。
待機債務は，IAS 第 37 号改訂案（2005）の提案によ
り，従前の「無条件債務」と「条件付債務」の区別を不
要にし，すべてを「無条件債務」と捉え，公正価値によ
る測定を可能にした。
しかし，議論のなかで，当初提案された待機債務は，
債務の発生から経済的資源の流出のすべてを示すのでは
なく，債務の発生時に「無条件の待機債務」として認識
されたものは，「発生の可能性のある新たな無条件債務」
および「（発生の可能性の高い）確実な新たな無条件債
務」を通して，経済的資源の流出に至るケースがあるこ
とが示された。
つまり，それぞれの認識事象について，新たな段階の
判定を必要とする煩雑さ，さらにその新たに認識された
ものが削除されたはずの蓋然性要件「発生の可能性の高
低」によって区別されているという矛盾点を指摘した。
これらの議論の過程で，すべてに公正価値測定を求
め，蓋然性要件の削除を可能にした待機債務という理論
は崩れることになった。
これまでの 3 つの考察を基に，IASB の IAS 第 37 号改
訂案（2005）で示された蓋然性要件の削除の 4 つの理由
について検討した。
しかし，蓋然性要件削除の決定的な理由は見当たらな
かった。つまり，蓋然性要件の削除の必然性はないとの
結論に達した。
続いて，蓋然性要件の削除に派生する問題としては負
債の認識範囲の拡大を取り上げた。
負債の認識範囲の拡大要因として，蓋然性要件の削除
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による発生の可能性が低いものを新たに認識すること以
外にも，IASB・FASB 概念フレームワーク共同プロジェ
クトの動向，SFAS 第 143 号導入時の FASB 本来の思考，
我が国について会計基準の国際的なコンバージェンスの
観点，今後非金融負債として認識される環境負債は増加
すると想定されることなどを挙げた。
これらの負債の認識範囲の拡大に対応するためには，
第 3 章で示した資産除去債務の会計処理試案のような，
多様で柔軟な会計処理の検討や公正価値測定を原則とし
て蓋然性要件を容認し，期待値と最頻値の併用を可能に
することなどが有効であることを示した。
第 6 章では，これまでの議論を踏まえ，非金融負債会
計の構築と課題に関する総括を行った。
まずは，非金融負債会計の本質を定義である「金融負
債以外の負債」から捉え，新たに認識される環境負債な
どがあることを踏まえると，非金融負債は多様な性質を
持つ。そのため全体を統一することに注力するよりも，
柔軟性のある認識や測定，会計処理を検討することが有
用であることを指摘した。
そのうえで，会計観としては，たとえばホーリス
ティック観という，これまでの資産負債中心観や収益費
用中心観，公正価値や取得原価，期待値や最頻値といっ
た対立概念であったものが，全体の関係から，相互が受
容される思考が求められると指摘した。
また蓋然性要件の削除は，これまでの会計観を支えて
きた時間軸のバランスが現在（期末日）の現況に集中す
ることになり懸念されることも付け加えた。
さらに，概念フレームワークや企業会計原則などは，
個々の会計基準の開発が一段落してから行われるもので
はなく，指摘した不整合を含め早急な対応が求められる
ことを指摘した。
そして本稿の最大のテーマであった蓋然性要件の削除
は，負債の定義を「現在の債務」のみに求めることへの
矛盾や，信頼性ある測定の観点，待機債務の変容や保険
や訴訟といった具体的項目が全面的な蓋然性の削除から
の方向転換を行っていることを積み重ね，再検討が必要
であることを示した。
具体的には，認識には現在の債務を前提として「将来
の経済的便益の流出」という現行の枠組みを維持する。
測定には公正価値を原則とし，我が国の資産除去債務会
計基準にならった期待値と最頻値の併用という試案を示
した。
よって蓋然性要件は，本稿のこれまでの考察から，会
計の信頼性の質を担保することに貢献をしており，今後
の会計基準にも反映させることが重要であることを指摘
した。
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1．本論文のテーマと課題設定
国際的な会計基準策定の取組に伴い，それを我が国に
どう取り入れていくかは，現在の財務会計における最大
の関心領域といえる。現在 IASB（国際会計基準審議会）
で検討される個々の会計基準は，我が国の企業会計基準
委員会で同様の審議がなされ，国内で基準化される。そ
のスピードは相当なもので，その内容を詳細に吟味でき
ているか，またそれを納得できるまで議論出来ているの
かについては懐疑的な見解も少なくない。さらにそれを
既存の会計基準や概念フレームワークと照合する作業な
どを含めれば，なおさらである。
このような状況下において，本論文で筆者の取り上げ
た「非金融負債（non-financial liability）」というテーマ
は，2000 年代に入り，議論が活発になったが，様々な問
題点から未だ会計基準として結論を得ないものである。
また，個々の会計基準とそれぞれの概念フレームワーク
や我が国の企業会計原則との不整合は，先行研究におい
て部分的に指摘されているが，それが非金融負債（引当
金）に関してまとまったものは見当たらない。
これらを踏まえて本論文は，下記の 3 つを課題とし，
その解明に取り組んでいる。
（1）非金融負債とは何かという観点から，従前の引当
金との異同，非金融負債の性質，また非金融負債
はどう会計処理されるべきかを明らかにする。
（2）非金融負債に関する議論を検討する前に，筆者は
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非金融負債に該当し，2000 年代に入り先行して，
基準化の議論がなされた「資産除去債務」につい
て考察することが重要であると考えている。ここ
で議論された内容から，資産除去債務の会計処理
に関する矛盾点を示し，それを解決する具体案を
明らかにする。
（3）非金融負債の議論の問題点は，「蓋然性要件の削
除」に起因すると筆者は考えている。それを，
様々な視点から取り上げ考察を行い，「蓋然性要件
の削除」の再検討の必要性を明らかにする。
論文全体を通して，副題にもある（3）の「蓋然性要件
の取扱い」を最大の課題としている。
2．本論文の目次
本論文の目次は，以下のとおりである。なお，第 1 章
から第 6 章にはそれぞれ「はじめに」と「まとめ」があ
る。
序章　―本研究の目的と構成―（1 頁～4 頁）
第 1 章　非金融負債会計の変遷（5 頁～20 頁）
―日本・米国・IASB の引当金会計―
1　日本
1.1　企業会計原則注解 18 設定前
―引当金と積立金・準備金―
1.2　企業会計原則注解 18 設定以後
―引当金と偶発負債―
1.3　資産除去債務に関する会計基準
―引当金処理と資産負債の両建処理―
1.4　引当金に関する論点の整理
―引当金と非金融負債―
2　米国
2.1　SFAS 第 5 号設定前―
2.2　SFAS 第 5 号設定以後
3　IASB
3.1　IASC から IASB へ
3.2　IAS 第 10 号（1978）から IAS 第 37 号（1998）へ
第 2 章　非金融負債の概要（21 頁～35 頁）
―非金融負債と引当金の異同―
1　国際的な負債に関するプロジェクトと我が国の動向
2　IASB
3　日本
4　非金融負債と引当金の異同
第 3 章　非金融負債会計と資産除去債務（36 頁～110 頁）
―会計処理に関する一考察―
1　資産除去債務の概要
1.1　定義および認識範囲
1.2　会計処理
2　FASB における SFAS 第 143 号導入の背景
2.1　米国における環境負債への取組 
2.2　SFAS 第 143 号公表までの議論
2.3　SFAS 第 143 号公表後の経過
3　IASB における資産除去債務に関連する基準
3.1　IAS 第 16 号における取得原価概念の変容
3.2　IAS 第 37 号（1998）における引当金の概要
4　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解とその
特徴
4.1　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解
4.2　認識範囲に関する国際比較
4.3　認識範囲に関する企業会計基準委員会の見解の
特徴
5　会計処理に関する企業会計基準委員会の見解
5.1　資産除去債務の全額を負債として計上する理由
5.2　引当金との関係
5.3　資産負債の両建処理を採用した理由
5.4　引当金処理を不採用とした理由
5.5　除去費用の資産計上と費用配分
6　会計理論からの考察
6.1　負債・資産の定義及び鍵概念
6.2　負債と引当金の関係―引当金処理の検討―
6.3　除去費用の資産性―資産負債の両建処理の検
討―
6.4　資産負債中心観と収益費用中心観
7　会計処理の考察
7.1　2 つの会計思考を用いた会計処理の考察
7.2　会計理論との整合性に基づく会計処理
8　資産除去債務の会計処理に関する試案
8.1　資産除去債務会計基準における引当金処理の容
認規定 
8.2　資産除去債務の会計処理試案―非金融負債処
理―
第 4 章　非金融負債会計と蓋然性要件（1）（111 頁～132 頁）
120
―蓋然性要件の現況とその変遷―
1　日本
2　米国　
2.1　SFAS 第 5 号の蓋然性要件
2.2　SFAS 第 5 号と SFAS 第 143 号の蓋然性要件の比
較 
3　IASB
3.1　IAS 第 10 号（1978）から IAS 第 37 号（1998）
へ
3.2　IAS 第 37 号（1998）の蓋然性要件の特徴
4　環境負債と蓋然性要件
4.1　環境負債認識の方向性
4.2　環境負債の蓋然性要件に関する整合性分析
第 5 章　非金融負債会計と蓋然性要件（2）（132 頁～166 頁）
―蓋然性要件の削除に関する考察―
1　蓋然性要件の方向性
2　蓋然性要件の取扱い
2.1　「現在の債務」と「将来の経済的便益の流出」
2.2　蓋然性要件の削除による認識の変化
3　蓋然性要件の削除の評価点・問題点
3.1　経営者の恣意性の排除
3.2　信頼性ある測定
3.3　待機債務
4　IASB の蓋然性要件の削除理由の検討
5　負債の認識範囲の拡大
6　非金融負債と非金融資産の対称性
第 6 章　非金融負債会計の構築と課題（167 頁～178 頁）
―我が国「引当金に関する論点の整理」の検討に際し
て―
1　「非金融負債」の本質を踏まえた議論
2　会計観
3　概念フレームワークとの整合性
3.1　概念フレームワークの国際的動向
3.2　概念フレームワークとの整合性
4　蓋然性要件の削除の再検討
4.1　これまでの議論の総括
4.2　最終公表に向けて―さらに我が国の検討に際し
て―
終章　―本研究の総括（179 頁～180 頁）
参考文献（181 頁～188 頁）
付録（189 頁～194 頁）
3．課題に対する各章での解明および評価
1．で掲げた 3 つの課題に対する，各章での解明および
その評価は以下の通りである。
（1）の課題は，主に第 1 章および第 2 章で取り上げら
れている。
この課題は，非金融負債とは何かということを網羅的
に解明しなければならない。そもそも非金融負債という
用語は，2005 年の IASB における IAS 第 37 号「引当金，
偶発負債および偶発資産」の改訂案により，引当金にか
わるものとして示された用語である。また，我が国の
「引当金に関する論点の整理」にも検討項目として挙げら
れている。つまり，この用語の会計的な性質を示すこと
が，後の課題に取り組む前提となる。
まずは，日本・米国・IASB における引当金の変遷の先
行研究を行っている。
日本に関しては，明治時代におけるその概念の派生か
ら，現在の引当金規定とされる企業会計原則注解（注 18）
までを取扱い，単に用語に関する変遷を取り上げるだけ
でなく，その背景にあった政治的経済的背景，また当時
の学者の論文等を取り上げ，それに考察を加えること
で，研究を多角的な視点から精緻化させている。
次に米国に関しては，引当金（provision）という用語
が一般的ではない。そのため 1940 年以降の関連する用語
に用いられた，reserve，allowance，estimated liability を
基に，当時の AIA（米国会計士協会）の資料などから，
その変遷を考察する手法を採っている。
最後に IASB に関しては，1998 年の IAS 第 37 号の策定
までをサーベイしている。
筆者は，これらを小括し，図表 1-3「米国の偶発事象会
計および IASB（IASC）・日本の引当金会計基準化の変遷」
として示している。この図表により第 4 章以降の「蓋然
性要件」の具体的な変遷が，時系列に会計基準ベースで
把握することを容易にしている。
また（1）の総括として，第 1 章の図表 1-4「日本・米
国・IASB（IASC）における非金融負債に関する基準等」
にまとめている。
さらに第 2 章の図表 2-4「各引当金の分類」や図表 2-5
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「非金融負債の概要のまとめ」は，先行研究に対する網羅
性や独自性を十分担保するものである。
これは筆者の普段から心がける，図表を用い，難解な
会計基準やその解釈および自分の主張すべき論点を平易
に表すことが活かされている。このように全体を通し
て，有効に図表が作成されており評価できる。しかし，
一部では，単に本文の説明を図表で示したものがあり，
図表を省略した方が良い箇所もある。
ここで得られた結論として，非金融負債は従来の引当
金と多くの相違点があった。そのため引当金を包含する
形で，非金融負債を捉えていくことが適切であることが
述べられている。また，それを今後我が国が受容するこ
とは，企業会計原則および現行の会計処理はもちろん，
その根底にある会計観から大きな改訂や変革を求められ
ることが示されている。
以上，第 1 章・第 2 章から，（1）の課題の解明は，十
分達成されていると評価できる。
（2）の課題は，主に第 3 章で取り上げられている。
この課題は，資産除去債務の会計処理の問題点を明ら
かにするとともに，非金融負債会計の動向も踏まえて，
その解決策を具体的に提示することである。
筆者は，非金融負債会計の研究を行うにあたり，その
ひとつに分類される「資産除債務に関する会計基準」を
検討することに大きな意義があると考えている。さらに
米国，日本とその基準化がなされた集大成として，IASB
が非金融負債としてそれを含める形で取り扱っていると
推察しており，時系列で考えれば，これは正しい見方で
ある。
解明手順として，まずは 2001 年に公表された，米国の
資産除去債務に関する会計基準（SFAS 第 143 号）に関す
る導入経緯，導入時の議論，導入後の問題点を考察して
いる。そこでは米国独自の導入要因として，環境負債を
積極的に財務諸表に取り入れる背景があったことや導入
時の最大の論点は認識範囲に関するもので，法的債務に
加え推定的債務を範囲とすることに反対するコメントな
どから法定債務に限定したことなどを詳細に考察してい
る。
またそれに関連して，IASB の IAS 第 16 号「有形固定
資産」の二度にわたる改訂および IAS 第 37 号の引当金の
会計処理に関する解釈が，米国の SFAS 第 143 号との整合
性を確保する点においてなされたという点は，推測であ
りながら十分にそれを信頼するに足る論拠を地道に積み
上げている。
このように，資産除去債務に関する会計基準の公表に
より，すでに非金融負債会計には各国や各基準に会計の
本質としての矛盾が生じていることが浮き彫りにされて
いる。
さらに（2）の課題である資産除去債務の会計処理につ
いては，採用された「資産負債の両建処理」は，米国で
はもともと類似する会計処理が存在することを指摘した
うえで，日本の資産除去債務に関する会計基準（企業会
計基準第 18 号）の導入議論においては，最大の論点と
なったことを論点整理や当時の論文などから指摘してい
る。
そこでは，先行研究において論じられている資産性の
有無を，より詳細に検討している。具体的には，資産除
去債務会計基準の結論の背景，概念フレームワークにお
ける資産の定義，資産除去債務に関する会計基準第 7 項
における会計処理，導入による財務比率への影響，環境
負債の観点から今後新たに計上される資産除去債務の性
質などである。
このように思考しうるあらゆるケースを想定した結
果，資産除去債務の会計処理として，従来用いられた
「引当金処理」と「資産負債の両建処理」の併用が最適で
あることを導き出している。そして筆者の考える新たな
会計処理を，具体的に非金融負債会計の枠組みに取り込
み，ケースごとに仕訳として示している。
その仕訳は，一見独創的に見える。しかしそれは，先
行研究の中にも類似した会計処理が仮説として取り上げ
られているなど，筆者がこれまでの研究を網羅的に考察
した結果として，現況における矛盾点を，その仕訳を通
して説得性あるものとして結論へと導いたものである。
以上，第 3 章から，（2）の課題の解明は，十分達成さ
れていると評価できる。
（3）の課題は，本論文の最大のテーマである非金融負
債会計における「蓋然性要件の取扱い」について，その
削除が適切か否かを明らかにするものである。主に第 4
章～第 5 章で取り上げられており，第 6 章では，全章を
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総括し，この課題に取り組んでいる。
第 4 章においては，日本・米国・IASB における蓋然性
要件の変遷が，代表する会計基準などとともに取り上げ
られている。
日本においては，企業会計原則注解（注 18），米国にお
いては SFAS 第 5 号「偶発事象の会計」をベースに SFAS
第 143 号まで，IASB については IAS 第 10 号「偶発事象
および後発事象」から IAS 第 37 号までである。それぞれ
の特徴を示すとともに，関連性などを指摘している。
また筆者が本論文を通して取り上げている視点とし
て，非金融負債としての「環境負債」からの検討があ
る。この章においても環境負債の蓋然性要件の変遷とし
て考察を行っている。その中で図表 4-5「環境負債の蓋然
性要件に関する整合性分析」は，現在の急速な会計基準
策定による矛盾点を端的に示すものであり，その延長上
に本論文の結論がある点は，結論を多面的に捉えている
点において，本論文の説得性を高めている。
つづいて第 5 章においては，蓋然性要件の削除に関す
る考察として，以下の流れでその検証を行っている。
まずは，蓋然性要件の取扱いとして，負債の定義や引
当金の認識要件に用いられる「現在の債務」と「将来の
経済的便益の流出」について検討している。具体的には
図表 5-1 により各基準や概念フレームワークの文言を詳
細に検討している。それによると現行の基準等は両者を
併記しているケースが多い。しかし併記であっても，そ
の表現によりいずれかを重視しているものとして考察を
加えている。この考察により，たとえば現在検討されて
いる基準等は，すべて「現在の債務」を重視する方向で
あると指摘している。
さらに筆者がその方向性が正しいかどうか，両者の取
扱いを検討可能な 3 つの選択肢に当てはめ，その長所，
短所を考察している。ここから，いずれの方法も絶対的
に優位でないことを確認している。
次に，蓋然性要件を認識要件に採り入れる現行の IAS
第 37 号および蓋然性要件の削除を提案する IAS 第 37 号
改訂案を比較し，その認識変化を考察している。そこか
らは，先行研究でも指摘されるように，引当金から非金
融負債へと単に名称の変更だけでなく，明らかに負債と
しての認識範囲の拡大が見て取れる。
筆者はこの認識変化を基に，さらに具体的な視点（①
～⑤）で蓋然性要件の削除の評価点・問題点の考察を
行っている。
①「経営者の恣意性の排除」という視点では，従来蓋
然性要件の認識要件が曖昧だった点を指摘し，「金額の多
少」という点から評価できることを指摘している。しか
し，それが蓋然性要件の削除の理由になりえない反証を
示している。
②一方で，「信頼性ある測定」という視点では，「確率
の高低」の観点から，蓋然性要件の削除により，発生確
率の低いものまで測定することは，問題を多く残すこと
を指摘している。さらには，改訂案の支持する期待値に
よる測定が，単一の事象のみならず複数の事象において
も有効であるわけではなく，最頻値との併用が最適であ
ると論じている。
③また蓋然性要件の削除の切り札であった「待機債務」
という概念が，その後の検討におけるコメントや，保険
や訴訟（第 6 章）といった項目から破綻したことを挙げ
ている。また，それらの代案として，蓋然性要件が取り
込まれた提案がなされているのではないかと筆者は指摘
している。それを独自にまとめたものが図表 5 － 5「待機
債務の概念の変化」である。
④　①～③以外にも，筆者は，蓋然性要件の削除は，
今後の「負債の認識範囲の拡大」から容認できないと指
摘している。その論拠としては，第 1 章から第 4 章で取
り上げた「IASB・FASB 概念フレームワーク共同プロ
ジェクトの動向」「FASB 本来の思考」「会計基準の国際的
なコンバージェンス」「環境負債の増加」などを論拠とし
て挙げている。
⑤また今後の取り組みとして，蓋然性要件の削除を前
提とした先行研究「非金融負債と非金融資産の対称性」
を紹介し，考察を行っている。そこでは，その両者が同
一のプロジェクトに属し，相互の関連性が明確であり，
単独のキャッシャ・フローから構成されているという非
常に限られたケースにしか適用できないことを確認した
うえで，現況においては，蓋然性要件の削除の代替案に
なり得ないことを指摘している。
第 6 章では，これまでの議論を踏まえ，非金融負債会
計の構築と課題に関する総括を行っている。
まずは，非金融負債会計は，ここまでの考察から非金
融負債を広義に捉える必要があるため，全体を統一する
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ことに注力するよりも，柔軟性のある認識や測定，会計
処理を検討することが有用であることを指摘している。
そのうえで，会計観として，たとえばホーリスティッ
ク観という，これまでの資産負債中心観や収益費用中心
観，公正価値や取得原価，期待値や最頻値が全体の関係
から相互が受容される思考が求められる可能性を示して
いる。
またこれまでの会計観を支えてきた時間軸のバランス
が現在（期末日）の現況に集中することへの懸念も，蓋
然性要件削除の反対理由としている。
さらに，概念フレームワークや企業会計原則との調整
の問題は，個々の会計基準の開発が一段落してから行わ
れるものではなく，早急な対応が求められることを，こ
れまでの指摘の積み重ねから筆者は主張している。
そして本論文の最大のテーマであった蓋然性要件の削
除は，負債の定義を「現在の債務」のみによることへの
懸念や，信頼性ある測定の観点，待機債務の変容に加
え，保険や訴訟といった多くの項目が全面的な蓋然性の
削除からの方向転換を行っていることなどを考慮すれ
ば，再検討が必要であると結論づけている。
その具体的な提案として，非金融負債会計の認識や測
定に関して，以下のようにまとめている。
認識には「現在の債務」を前提として用い，さらに
「将来の経済的便益の流出」を蓋然性要件により判定した
結果を反映させるという現行の枠組みを維持し，測定に
は公正価値を原則としながらも，我が国の資産除去債務
会計基準にならった期待値と最頻値の併用を，筆者は提
案している。
また最後に本論文全体から，このような蓋然性要件の
維持は，会計の信頼性の質を担保することに貢献をして
おり，今後の会計基準にも反映させることが重要である
と主張している。
これらの多くの理論検証をしてもなお筆者の主張する
提案が，最善か否かさらなる検討が必要と思われる。し
かし，それは本論文の課題の延長線上にあるものであ
る。すなわち非金融負債と会計観や概念フレームワーク
に関連する具体的な検証であり，非金融負債会計から捉
える本論文の課題に対する取組としては十分であると，
審査員一同は評価した。
以上，主に第 4 章～第 6 章から，（3）の課題の解明
は，達成されていると評価できる。
4．本論文の評価
（1）本論文の長所
本論文の長所は以下のとおり列挙できる。
①研究の意義
急速に国際的な会計基準の策定が行われる中，ひとつ
のテーマに関し，過去における歴史的変遷を網羅的に研
究し，そこから現在の様々な会計基準などを照らし合わ
せ，将来に向けて整合性のある会計の枠組みの構築を検
討した，この研究の意義は非常に大きい。
とりわけ，非金融負債は，「金融負債以外の負債」であ
り，引当金をベースに様々な科目が融合され，さらに環
境負債などの新たな認識も予想される。このような複雑
な要素を多分に含む非金融負債について，本論文は，先
行研究を網羅的に含み，かつ最新の学説なども採り入れ
た具体的なものに仕上がっているといえる。またその中
から「蓋然性要件」の取扱いについては，本論文の全章
に一貫して取り上げられており，全体を通して取り組ん
だ体系化された研究であることは，大いに評価すべきで
ある。
②課題設定に対する評価
まず（1）の非金融負債の概要および会計処理を明らか
にすることに関しては，先行研究の網羅性および論文中
の図表を効果的に使用することにより一覧性を有するも
のである。その点から 3．の文中でも述べた通り，十分評
価に値するものと思われる。
次に（2）の資産除去債務の会計処理に関する具体案を
示すことに関しては，筆者の独自性が表れており，様々
な先行研究や最新の学説等を詳細に検討したうえで提案
された具体案は今後の学会等において，十分検討に値す
るものであろうと考えられる。
また（3）の非金融負債会計における「蓋然性要件の削
除」の再検討により，その必要性を明らかにすることに
関しては，本論文の全章で，この課題に取り組んでいる
ことがわかる。
その総括として，筆者の主張する全面的な蓋然性要件
の削除ではなく，会計観としてホーリスティック観を支
持したうえで，非金融負債の原則的測定基準である公正
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価値のもと，期待値と最頻値の併用による，蓋然性要件
を残した基準化を提示している。この提示には十分な客
観性と信頼性があり評価できる。
以上，（1）から（3）の課題設定に対し，いずれも当初
設定された課題に対して十分に達成されたと評価できる。
（2）残された問題点
以下に，残された問題点を示す。これらは，今後の課
題とされよう。
第 6 章で取り上げられている会計観や概念フレーム
ワークなどとの整合性の問題である。
本研究が，非金融負債会計における蓋然性要件の取扱
いを中心課題としているため，会計観（資産負債中心観
など）から非金融負債を論じることは，本論文の本質を
見失う可能性はある。しかし，これからの会計基準策定
を検討するうえでは，避けがたい論点とも考えられる。
これに関して本論文は，問題点を提起したうえで，いく
つかの考察を示したものにとどまっており，さらに踏み
込んだ記述があれば，本論文の価値はさらに上がったで
あろう。
また，金融負債や非金融資産など，非金融負債と隣接
する科目について会計的性質を探求することも今後の筆
者に取り組んでほしい研究課題である。
これらの課題は，今後さらに体系的に検討される必要
があり，相当な時間を要する。
以上，指摘した問題点は，さらに本論文の研究を発展
させるものであり，学術的な意義も大きいため，今後の
課題として是非取り組んでほしい。
（3）最終評価
上記（2）に指摘した問題点も残るが，それは筆者の今
後の課題として取り組むべき点であり，本論文全体の評
価に影響を及ぼすものではない。これまでに述べてきた
本論文の総合的，多角的な視点からの考察力，およびそ
の独自性や説得性は大いに評価すべきものである。よっ
て，われわれ審査員一同は，最終試験の成績をも併せ考
慮した結果，本論文の著者である松本徹氏に，専修大学
学位規程第 13 条第 1 項の規程により，博士（商学）の学
位を授与することが適当であると判定する。
Ⅲ　学位授与要記
一　氏 名 ・ 本 籍　松本　徹（山口県）
二　学 位 の 種 類　博士（商学）
三　学 位 記 番 号　博商甲第十六号
四　学 位 授 与 の 条 件　学位規則第四条第一項該当
五　学位授与の年月日　平成二十五年三月二十二日
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